
松前町新型インフルエンザ等対策行動計画の概要 

 

１．計画の位置づけ 

･平成 25 年 4 月に施行された「新型インフルエンザ等対策特別措置法」第 8条第 1項の規定により、 

「愛媛県新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づく市町村行動計画として作成。 

 

２．対象となる新型インフルエンザ等感染症及び新感染症 

 

 

 

 

新型インフルエンザ等

（特措法第２条第１項）

新型インフルエンザ等感染症

（感染症法第６条第７項）

新型インフルエンザ

（感染症法第６条第７項第１号)）

再興型インフルエンザ

(感染症法第６条第７項第２号）

新感染症

（感染症法第６条第９項）

全国的かつ急速なまん延の恐れのあるも
のに限定

（特措法第２条第１号において限定）

・新たに人から人に伝染する能力を有することとなったウイルスを病

原体とするインフルエンザであって、一般に国民が当該感染症の全国

的かつ急速なまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与え

る恐れがあると認められるもの 

・かつて世界的規模で流行したインフルエンザであってその後流行

することなく長期間が経過して再興したものであって、一般に現在の

国民の大部分が当該感染症に対する免疫を獲得していないもの 

・人から人に伝染すると認められる疾患であって、既に知られている

感染症とは明らかに異なるもので、当該疾病にかかった場合の病状の

程度が重篤であり、かつ、まん延により国民の生命及び健康に重大な

影響を与える恐れのあると認められるもの 



3.対策の目的 

① 可能な限り感染拡大を阻止（抑制）し、町民の生命の保護と健康被害を最小限にとどめること。 

② 町民の生活と経済に及ぼす影響が最小となるように努める。 

４．被害想定 

 国 愛媛県 松前町 

り患者数 約３，２００万人 約３５．８万人 約７，６００人 

受診患者数 約２，５００万人 約２８．６万人 約６，１００人 

入院患者数 約２００万人 約２．２万人 約４６０人 

死亡者数 約６４万人 約０．７万人 約１５０人 

従業員の欠勤率 本人のり患のほか、家族のり患等によりピーク時（約２週間）に

は、従業員の最大４０％となる。 

５．発生時に実施する主な措置（対策） 

・愛媛県内外の発生状況等の情報収集、住民への適切な情報提供・共有 

・予防、まん延の防止 

（①外出自粛の呼びかけ、施設の使用制限等の要請、②特定接種の実施の協力、③住民に対する予防接種の実施） 

・住民の生活及び地域経済の安定に関する対策 

※ 病原体が重度（スペインインフルエンザ等程度

（致命率 2.0％））として、愛媛県が想定した推計結

果から当町の被害想定（推定）を行った。 



未発生期 

6.行動計画における主な対策（発生段階別） 

 

 

 
国・県の動き  政府対策本部及び愛媛県県対策本部設置⇒⇒緊急事態宣言 緊急事態宣言終了 

 

実施体制 ・行動計画、業務計画、住民

接種マニュアルの見直し 

・松前町連絡調整会議の

開催 

・松前町新型インフルエンザ等対策本部の設置（緊急事態宣言が出た場合) 

・近隣他市町との応援体制の検討 

・松前町新型インフルエ

ンザ等対策本部の解散 

情報収集 ・国内外の情報の収集、県・

保健所との連絡体制の構築 

・発生状況等について国、県から必要な情報を収集、問い合わせ 

・インターネット等を活用した愛媛県、中予保健所、関係機関、関係部署との情報収集・共有 

・引き続き発生状況等の

情報の収集 

情報提供・共有 ・町民向けの感染対策普及、

県他関係機関との情報共有 

・帰国者・接触者相談センターの案内 

・松前町相談窓口の設置及び周知 

・迅速な住民への情報周知 ・県の相談窓口の案

内、松前町相談窓口の対応強化、県との連携 

・流行の第二波に備え、

注意喚起の継続 

予防・まん延防止 

(予防接種) 

（医療） 

・特殊接種・住民接種の実施

体制整備の準備 

・地域医療体制の整備（愛媛

県の行動計画に基づく整備） 

・衛生機材等の備蓄 

・特定接種の準備 

・住民接種の実施方法の

検討 

・手洗い、マスク、外出

自粛等の周知 

・特定接種者の確定、

住民接種の会場確保な

どの準備 

・引き続き手洗い、咳エチケット等の周知 

・病院、学校、各種施設、事業所に対して感染予防策

の強化の呼びかけ、学校等の臨時休業の実施 

・特措法に基づく住民接種の実施、予防接種法に基

づく新臨時接種の実施 

・流行状況を踏まえて、

発生後開始した感染予

防策の中止 

・第二波に備えた新臨時

接種を進める 

住民生活・経済

安定の確保 

・要支援者の把握等 

・業務行動計画の見直し 

・火葬能力等の把握 

・職場の感染対策、業務縮

小準備 

・火葬体制の維持や遺体

安置所の検討等 

・事業所等職場における感染対策の周知、健康管理

の徹底、事業継続の不可欠な重要業務の重点化、業

務縮小の準備 

・事業所へ出勤停止や

受診勧奨の協力 

・要支援者への生活支

援の検討 

・第二波に備え、指定

（地方）公共機関等の事

業継続の支援 

       国内感染期 

海外発生期 
県外発生期 県内発生早期 県内感染期 

 

小康期 

国内発生早期 



 


